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研究目的

研究要旨
　本研究では、精神保健福祉センターにおいて実施されている薬物問題事業の実際とそれらの事業における

MSM、HIV 陽性者の薬物使用に関する相談の実態と準備性を明らかにすることを目的とした。そのため、全

国の精神保健福祉センターへの質問紙調査を実施した。精神保健福祉センターの 2 割でセクシュアルマイノ

リティである人から、14％で HIV 陽性者からの薬物相談の経験があった。またそれらの経験の有無は精神保

健福祉センターでの回復者プログラムの実施の有無に関連がみられた。精神保健福祉センターの薬物相談担当

者の MSM・HIV 陽性者の薬物相談の自己効力感の関連要因は、薬物相談全般への自己効力感、MSM に関す

る知識、HIV 感染症の福祉制度に関する知識、セクシュアリティへの抵抗感であった。これらから、精神保健

福祉センター担当者への HIV 感染症や HIV 陽性者、セクシュアリティに関する教育媒体や研修機会、さらに

は HIV 感染症診療機関や HIV 陽性者の支援団体等との顔の見えるネットワークづくりの重要性が示唆された。

（２）精神保健福祉センターにおけるMSMおよびHIV陽性者への
相談対応の現状と課題に関する調査
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　我が国では薬物相談の専門機関として全国の精神保

健福祉センターが位置づけられている。精神保健福祉

センターにおける相談支援については、当初は、家族

支援が中心であったが、2012 年以降の「地域依存症

対策支援事業」においては、精神保健福祉センターで

の認知行動療法を用いた治療・回復プログラムの普及

等が推進されてきた。近藤1)は、「精神保健福祉センター

の薬物対策事業は確実に強化されつつある」と述べて

おり、大木ら2)による精神保健福祉センターの報告の

検討によると、近年の精神保健福祉センターにおける

薬物相談事業は、回復者プログラムの普及を核に、大

きく進展してきたことを報告している。また、当事者

向けの回復プログラムを核に、司法機関、医療機関、

当事者による回復支援団体等とのネットワークづくり

も進められている。このように精神保健福祉センター

は、地域での薬物対策の拠点としての機能を発揮して

いるといえる。

　一方、HIV 感染症の感染経路については、世界的に

は注射薬物使用に加えて、MSM（Men who have 

Sex with Men の略）の間での ChemSex（セックス

時の薬物使用）が注目されている3)4)。国内においても、

HIV 陽性者の約半数がなんらかの薬物使用経験をもっ

ていることが報告されている5)6)。さらに、その 8 割

は ChemSex としての使用であると回答しており、

性行為を介しての薬物使用と HIV 感染との結びつき

が明らかになっている。また、生島ら7)の性的にアク

ティブな男性同性愛者等を対象に行った性行動、HIV

感染予防行動と知識に関するアンケート調査において

も、回答者数 6921 人であり、HIV 感染の有無にかか

わらず MSM の 24.5％で薬物使用経験があり、多く

が性行為時の使用であることが示された。HIV 陽性者

の高い使用率には、こうした男性同性愛者の薬物使用

状況に関する背景が関連していることが推察される。

さらに、井上らが 2013 ～ 2014 年に行った HIV 陽

性者を対象としたウェブ調査8)9)（n=913）においては、

HIV 陽性者の 74.4％で使用経験があり、「過去 1 年の

使用経験あり」31.2％、「薬物依存症と医師から診断

をされた」2.2％、「自分でそうかもしれないと思う」

7.0％であった。これらからは、薬物使用状況が依存

症の状況にあっても、多くの人が治療や支援につな

がっていないことが伺える。また、MSM であり HIV

陽性者である薬物依存からの回復者へのインタビュー

調査10)11)においては、使用と不使用、依存と回復の間

には複数の分岐点とそこに働く諸要因の背景には、少
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数者ゆえの生きづらさや幼少期の被虐待体験というメ

ンタルヘルスの要因があること示された。すなわち薬

物使用と性行為、メンタルヘルスの課題は、HIV 陽性

者および彼らを含む MSM 集団にとって、相互に関

連しており、HIV 感染症及び薬物依存症という２つの

健康課題に関わる看過できない要素と考えられる。

　さらに、HIV 診療機関におこなった調査12),13)では、

HIV 感染症診療機関の約半数が通院中の HIV 陽性者

が薬物による逮捕されるという経験を持っていた。ま

た、7 割の回答者が、薬物使用の問題を抱える HIV

陽性者への支援について、困難感を抱えていることが

示された。

　しかし、2017 年度に実施した、HIV 感染症の診療

経験の豊富な医師等へのインタビュー調査14)におい

て、薬物使用の課題を抱えるMSM及びHIV陽性者（以

下、MSM・HIV 陽性者）への支援における連携機関

として、薬物依存症専門の精神科医療機関や薬物依存

症以外の精神科医療機関はあげられたものの、薬物相

談事業の拠点である精神保健福祉センターはあげられ

ていない。しかし、精神保健福祉センターは、各都道

府県、政令指定都市に設置されており、薬物依存症の

専門精神科医療機関が少ないわが国において、精神保

健福祉センターとの連携は、回復への分岐を作りうる

重要な地域の資源であると考えられる。そこで本研究

では、本邦において薬物問題相談に関する公的専門機

関である精神保健福祉センターにおいて実施されてい

る薬物問題事業の現状およびそれらの事業における

MSM・HIV 陽性者の薬物使用に関する相談の実態と

準備性を明らかにすることを目的とした。

研究方法
　全国の精神保健福祉センターを対象に、調査１（薬

物依存相談事業内容に関する調査）と調査 2（相談担

当者の HIV 陽性者の薬物相談に関する経験と認識に

関する調査）を実施した。なお、各センターへの調査

依頼にあたっては、全国精神保健福祉センター長会の

助言と協力を受けた。

1．調査１（機関調査）

（1）対象

　全国精神保健福祉センター　69 か所

（2）調査依頼の方法

　全国精神保健福祉センターに郵送で調査協力依頼文

と調査票を送付し、文書で協力依頼を行い、調査票は

郵送にて回収した。回答をもって同意とみなした。

（3）調査項目

　①組織体制（所属機関の職種と各職種の職員数）、②

薬物問題相談事業の実施状況（事業開示年度、専用電

話相談、個別相談、当事者向け回復支援プログラム、

家族向けプログラム、地域との連携事業の実施有無、

開始年度、事業利用者数、事業内容、担当職種）、④

薬物相談に関する連携機関、⑤セクシュアルマイノリ

ティ、HIV 陽性者の薬物相談の経験件数、⑥ HIV 陽

性者の薬物相談の経験件数、⑦薬物相談者の通報につ

いての方針と方針の告知の有無・方法、⑧薬物相談の

実施に関する課題、⑨回答者の属性（性別、職種）

2．調査 2（担当者調査）

（1）対象

　全国精神保健福祉センター 69 か所の薬物相談を受

ける立場にある担当者各 2 名

（2）調査依頼の方法

　全国精神保健福祉センターに郵送で調査協力依頼文

と調査票を送付し、文書で協力依頼を行い、調査票は

郵送にて回収した。回答をもって同意とみなした。

（3）調査項目

　調査項目は、以下のとおりである。①薬物相談への

自己効力感と困難なこと、② HIV 感染症の情報の認

知度、③ HIV 陽性者からの相談への自己効力感と抵

抗感、④ HIV 陽性者からの薬物相談の課題やそのた

めの連携上の課題、⑤回答者の属性（性別、年齢、職種、

経験年数）
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研究結果
1．調査 1

（1）回答者の属性と所属機関の状況

　回収数は 50 部（回収率 72％）であった。回答者の

職種は、表 2.1 に示したとおりでる。また、回答機関

の正規職員数は、平均 18.2 人（± 13.6）、最小値 6 人、

最大値 91 人と大きなばらつきがあり、中央値は 15

人であった（表 2.2）。

表 2.1　設置主体別回答者の職種

合計 都道府県 指令指定都市

回答数 割合 % 回答数 割合 % 回答数 割合 %

保健師 18 36.0% 12 32.4% 6 46.2%

心理職 18 36.0% 16 43.2% 2 15.4%

臨床心理士 11 22.0% 10 27.0% 1 7.7%

精神保健福祉士 10 20.0% 6 16.2% 4 30.8%

事務職 3 6.0% 2 5.4% 1 7.7%

医師 2 4.0% 2 5.4% 0 0.0%

看護師 2 4.0% 2 5.4% 0 0.0%

社会福祉士 1 2.0% 1 2.7% 0 0.0%

その他 8 16.0% 7 18.9% 1 7.7%

回答数 50 100.0% 37 100.0% 13 100.0%

割合は回答機関数に対する割合（1 機関で複数の職種によって回答されており合計は回答機関数と一定しない）

表 2.2　設置主体別回答機関の正規職員数

設置主体 回答数 平均値 標準偏差 中央値 最小値 最大値

全体 50 18.42 13.649 15.00 6 91

都道府県 37 18.84 15.407 15.00 6 91

指令指定都市 13 17.23 6.821 15.00 9 33

（2）相談事業の担当者の状況（表 2.3、表 2.4）

　相談事業の担当者では、保健師、医師、臨床心理士、

精神保健福祉士は、回答機関の半数以上で配置されて

いた。また、薬物相談の担当者においても、回答機関

表 2.3　設置主体別相談業務の担当職種（正規職員）

　 合計 都道府県 指令指定都市

　 回答数 回答数に対する
割合 (%) 回答数 回答数に対する

割合 (%) 回答数 回答数に対する
割合 (%)

保健師 43 86.0% 30 81.1% 13 100.0%

医師 41 82.0% 30 81.1% 11 84.6%

臨床心理士 31 62.0% 24 64.9% 7 53.8%

精神保健福祉士 26 52.0% 17 45.9% 9 69.2%

看護師 10 20.0% 10 27.0% 0 0.0%

社会福祉士 6 12.0% 4 10.8% 2 15.4%

その他 34 68.0% 25 67.6% 9 69.2%

合計 50 100.0% 37 100.0% 13 100.0%

の半数以上で同様の職種が担当していた。相談担当の

正規職員数は平均 9.6 人（± 5.25）、中央値 8 人（最

小 2 人　最大 30 人）であった。
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（3）薬物相談事業の実施状況

①薬物相談事業全般

　薬物相談事業の実施状況では、個別の相談事業は全

センターで実施しており、次に多いのは、家族プログ

ラムで 72％、当事者対象の回復プログラムが 64％で

あった。連携事業の実施で 34％、その他の事業が 4

割みられた（表 2.5）。その他の事業は、支援者向けの

研修が最も多く 12 件あげられたが、そのほか一般住

民向け学習会、事例検討会、専門医相談、メール相談

などがあげられた。また保護観察所退所後の追跡調査

を行う研究事業（コホート調査）への参加の回答もあっ

た。さらに多くの回答があったのが、嗜癖問題全般に

ついてのアディクション・フォーラムや回復者を主体

としたリカバリーパレード、セルフヘルプフォーラム

など、薬物依存症に限定せず幅広く嗜癖・アディクショ

ンを取り上げ、地域の自助グループや支援機関と協働

した取り組みであった。

　また、回復プログラムと個別相談の相談数をみると、

2016 年から 2018 年の平均で、回復プログラム実数

12.6 件、延べ数 113.7 件、個別相談で実数 24.5 件、

延べ数 100.4 件であるが、いずれも、非常にばらつ

きが大きい状況であった（表 2.6）。

表 2.5　設置主体別薬物相談事業 

　 合計 都道府県 指令指定都市

　 回答数 回答数に対する
割合 (%) 回答数 回答数に対する

割合 (%) 回答数 回答数に対する
割合 (%)

個別相談 50 100.0% 37 100.0% 13 100.0%

家族プログラム 36 72.0% 26 70.2% 10 76.9%

回復プログラム 32 64.0% 25 67.6% 7 53.8%

専用電話相談 24 48.0% 19 51.4% 5 38.5%

連携事業 17 34.0% 13 35.1% 4 30.8%

事業その他 21 42.0% 14 37.8% 7 53.8%

回答者数 50 100.0% 37 100.0% 13 100.0%

表 2.4　設置主体別薬物相談の担当職種（正規職員）　

　 合計 都道府県 指令指定都市

　 回答数 回答数に対する
割合 (%) 回答数 回答数に対する

割合 (%) 回答数 回答数に対する
割合 (%)

保健師 40 80.0% 28 75.7% 12 92.3%

医師 35 70.0% 25 67.6% 10 76.9%

精神保健福祉士 31 62.0% 19 51.4% 12 92.3%

臨床心理士 31 62.0% 21 56.8% 10 76.9%

看護師 9 18.0% 9 24.3% 0 0.0%

社会福祉士 8 16.0% 4 10.8% 4 30.8%

当事者 4 8.0% 3 8.1% 1 7.7%

その他 22 44.0% 15 40.5% 7 53.8%

合計 50 100.0% 37 100.0% 13 100.0%
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表 2.6　設置主体別薬物相談の相談数（2016 年度から 2018 年度の平均）

設置主体 回復プログラム
平均実人数 

回復プログラム
平均延人数  

 個別相談平均
実人数

個別相談平均
延人数

都道府県

平均値 12.1 114.0 25.2 106.1

標準偏差 12.9 136.8 33.7 219.6

中央値 6.7 58.3 8.7 26.0

最小値 0.7 1.0 1.0 1.0

最大値 46.3 509.7 113.0 939.0

指令指定都市

平均値 14.9 112.7 21.5 86.5

標準偏差 6.8 48.1 34.1 193.8

中央値 15.0 106.0 8.7 25.0

最小値 8.0 56.7 2.0 2.0

最大値 21.7 174.0 82.0 695.3

合計

平均値 12.6 113.7 24.5 100.4

標準偏差 12.0 120.5 33.1 210.2

中央値 8.0 73.7 8.7 26.0

最小値 0.7 1.0 1.0 1.0

最大値 46.3 509.7 113.0 939.0

表 2.7　設置主体別回復プログラム手法 

②回復プログラム

　回復プログラムを実施している機関の内容では、マ

トリックスモデルである SMARPP の集団での実施

が 84.4％と多くを占めていた（表 2.7、図 2.1）。プ

ログラムの担当者の職種では、正規職員では保健師、

精神保健福祉士、臨床心理士が 5 割以上を占めてい

た（表 2.8）。一方、非常勤職員も担当者に含まれて

いると回答した機関が 18 件あり、その内訳は、ダル

ク職員などの回復者、臨床心理士が 25％と多くみら

れた（表 2.8）。

　回復プログラムの対象者では、薬物依存症に限定せ

ず他の依存症の当事者を含んで実施していると回答し

た機関が 62.5％で、薬物依存症の当事者のみと回答

した 28.1％を大きく上回っていた（図 2.2）。

　さらに、プログラムの参加経路では、薬物依存症の

専門医療機関と保護観察所が 5 割前後と多く、その

他は弁護士、家族、ダルク、一般の精神科医療機関と

続いた（図 2.3）。

　 合計 都道府県 指令指定都市

　 回答数 回答数に対する
割合 (%) 回答数 回答数に対する

割合 (%) 回答数 回答数に対する
割合 (%)

SMARPP（集団） 27 84.4% 21 84.0% 6 85.7%

SMARPP（個別） 7 21.9% 7 28.0% 0 0.0%

12 ステップ 1 3.1% 0 0.0% 1 14.3%

その他 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0%

回答者数 32 100.0% 25 100.0% 7 100.0%

図 2.1　回復プログラム手法（回答数に対する割合）n=32

0% 20% 40% 60% 100%80%

SMARPP（集団）

SMARPP（個別）

12 ステップ

84.4%

21.9％

3.1％
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表 2.8　設置主体別回復プログラム担当者

　 　 合計 都道府県 指令指定都市

　 　 回答数 回答数に対する
割合 (%) 回答数 回答数に対する

割合 (%) 回答数 回答数に対する
割合 (%)

正規職員

保健師 22 68.8% 16 64.0% 6 85.7%

精神保健福祉士 17 53.1% 11 44.0% 6 85.7%

臨床心理士 17 53.1% 13 52.0% 4 57.1%

医師 12 37.5% 10 40.0% 2 28.6%

看護師 6 18.8% 6 24.0% 0 0.0%

臨床心理士以外の心理師 5 15.6% 5 20.0% 0 0.0%

社会福祉士 4 12.5% 1 4.0% 3 42.9%

作業療法士 3 9.4% 1 4.0% 2 28.6%

その他の正規職員 5 15.6% 3 12.0% 1 14.3%

非常勤職員

ダルク職員など回復者 8 25.0% 6 24.0% 2 28.6%

臨床心理士 8 25.0% 5 20.0% 3 42.9%

精神保健福祉士 5 15.6% 4 16.0% 1 14.3%

医師 2 6.3% 2 8.0% 0 0.0%

保健師 1 3.1% 1 4.0% 0 0.0%

看護師 1 3.1% 1 4.0% 0 0.0%

社会福祉士 1 3.1% 1 4.0% 0 0.0%

その他の非常勤職員 3 9.4% 3 12.0% 0 0.0%

回答者数 32 100.0% 25 100.0% 7 100.0%

図 2.2　回復プログラムの対象（回答数に対する割合）

0% 10% 30%20% 40% 60%50% 70%

他の依存症当事者含む

薬物依存症の当事者のみ

薬物依存症の家族含む

その他

62.5％

28.1％

9.4％

6.3％

図 2.3　回復プログラム参加経路（回答数に対する割合）
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就労継続

弁護士

専門医療機関

ＮＡ仲間

家族

福祉事務所

その他

53.1％

37.5％

37.5％

46.9％

28.1％

15.6％

25.0％

15.6％

9.4％

6.3％

3.1％

0.0％
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③薬物相談に関する連携事業（表 2.9、図 2.4）

　薬物相談に関する連携事業は、表 2.5 に示したよ

うに 17 件の機関が実施していると回答しており、連

携事業への参加機関では、16 件（94.1％）の機関

で、保護観察所を挙げていた。ついで、精神科医療機

関、ダルクが 13 件 (76.5%) を占め、保健所が 7 件

(41.2％ )、警察や刑務所などが 6 件 (35.3％ ) であっ

た。また就労継続支援事業所など社会復帰に関連する

機関もあげられていた。またその他の機関は、県庁担

当課、近隣県市、地域生活定着支援センター、回復者

施設、アルコール・ギャンブル等関係機関、依存症自

助グループ、麻薬取締官、検察庁、少年鑑別所、保護

司、児童相談所、教育委員会、家族であった。

　 合計 都道府県 指令指定都市

　 回答数 回答数に対する
割合 (%) 回答数 回答数に対する

割合 (%) 回答数 回答数に対する
割合 (%)

保護観察所 16 94.1% 12 92.3% 4 100.0%

精神科医療機関 13 76.5% 10 76.9% 3 75.0%

ダルク 13 76.5% 11 84.6% 2 50.0%

保健所 7 41.2% 6 46.2% 1 25.0%

警察・刑務所 6 35.3% 5 38.5% 1 25.0%

NA 4 23.5% 3 23.1% 1 25.0%

就労継続支援事業所 4 23.5% 4 30.8% 0 0.0%

福祉事務所 3 17.6% 2 15.4% 1 25.0%

就労支援事業所 3 17.6% 3 23.1% 0 0.0%

その他 9 52.9% 7 53.8% 2 50.0%

合計 17 100.0% 13 100.0% 4 100.0%

表 2.9　設置主体別連携事業参加機関

図 2.4　連携事業参加機関（回答数に対する割合）

0% 60%20% 40% 100%80%

保護観察所
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警察・刑務所

保健所
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精神科

就労継続支援事業所

福祉事務所

就労支援事業所

その他

94.1％

76.5％

17.6％

41.2％

17.6％
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35.3％

23.5％

23.5％
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表 2.10　通報の方針と設置主体のクロス表

表 2.11　その他の内訳

（4）通報に関する状況

　薬物相談に伴う警察への通報については、「薬物所

持や使用中であると相談者が話した場合は通報する」

や「薬物所持や使用中であることが明らかな場合は

通報する」の選択肢はいずれも 0 件であり、「どのよ

うな場合も通報しない」が 31 件、62％を占めた（表

2.10）。その他の回答が 11 件であったが、その内容

は、「自傷他害の恐れのある場合に個別に検討する」、

「場面ごとに個別に検討する」などの記載がみられた

（表 2.11）。また、通報に関する方針の告知の有無では、

告知していると回答した機関が 35 件（70％）を占めて

おり、告知方法については、「初回相談時に口頭ある

いは書面で個別に伝えている」で 23 件（69.7％）をし

めていた。また、「尋ねられたら説明する」と回答した

14 件のうち、他のいずれの方法もとっていない機関

は 8 件あった（表 2.12)。

　 合計 都道府県 指令指定都市

　 回答数 割合 回答数 割合 回答数 割合

薬物所持や使用中であると相談者が
話した場合は通報する 0 0% 0 0% 0 0%

薬物所持や使用中であることが
明らかな場合は通報する 0 0% 0 0% 0 0%

どのような場合も通報しない 31 62.0% 22 59.5% 9 69.2%

組織的方針未決定 8 16.0% 5 13.5% 3 23.1%

その他 11 22.0% 10 27.0% 1 7.7%

合計 50 100.0% 37 100.0% 13 100.0%

その他の内容　 件数

自傷他害の恐れがある場合、他の利用者とのトラブル時所内で検討する 5

個別に検討する 3

通報しないことを基本としているが具体的な場面ごとの方針は決めていない 1

麻薬や大麻については警察に通報する。覚せい剤については守秘義務治療を優先する 1

　 合計 都道府県 指令指定都市

　 回答数 回答数に対する
割合 (%) 回答数 回答数に対する

割合 (%) 回答数 回答数に対する
割合 (%)

初回相談時に口頭で説明する 23 69.7% 16 69.6% 7 70.0%

初回相談時に口頭で説明し書面を手渡す 1 3.0% 1 4.3% 0 0.0%

尋ねられたら説明する 14 42.4% 9 39.1% 5 50.0%

パンフレットに記載している 5 15.2% 3 13.0% 2 20.0%

ホームページに掲載している 3 9.1% 2 8.7% 1 10.0%

通報時に口頭で説明する 1 3.0% 1 4.3% 0 0.0%

通報時に書面を手渡す 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0%

その他 2 6.1% 2 8.7% 0 0.0%

回答者数 33 100.0% 23 100.0% 10 100.0%

表 2.12　設置主体別通報方針の告知方法
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（5）薬物相談事業の課題（図 2.5）

　精神保健福祉センターで薬物相談を実施するにあ

たっての課題については、「相談者が少ない」が最も

多く 75％を占め、次に「連携できる機関が少ない」で

44.7％、「薬物依存症の相談に関するスキルアップが

できない」19.1％、「他機関で回復プログラムが実施

されており自機関での実施ニーズがない」6.4％であっ

た。設置主体別にみると、都道府県は全体と同様の傾

向であるが、政令指定都市では、「他機関で回復プロ

グラムが実施されており自機関での実施ニーズがな

い」が 3 番目に多い回答であった。

（6）セクシュアルマイノリティ及びHV陽性者の薬物

使用に関する相談状況

　2015 年度から 2017 年度のセクシュアルマイノ

リティである人からの薬物相談の経験では、11 件が

ありと回答があり、不明が 17 件であった（表 2.13）。

HIV 陽性者からの相談では、ありで 7 件、不明で 16

件であった（表 2.13）。3 年間の相談実数の合計では、

セクシュアルマイノリティである人からの相談は、最

小値 1 件、最大値 14 件、中央値 1 件、HIV 陽性者か

らの相談は最小値 1 件、最大値 9 件、中央値であった。

　また、薬物相談事業の実施の有無とセクシュアルマ

イノリティである人からの薬物相談や HIV 陽性者か

らの薬物相談の経験の有無の関連をχ2検定を用いて

調べた。その結果、回復プログラムの実施の有無で、

セクシュアルマイノリティである人からの薬物相談経

験の有無と HIV 陽性者からの薬物相談の経験の有無

の両項目ともに関連がみられた（p=0.003, p=0.039）

（図 2.6）。

表 2.13　クシュアルマイノリティ及び HV 陽性者の薬物使用に関する相談

　 合計 都道府県 指令指定都市

　 回答数 回答数に対する
割合 (%) 回答数 回答数に対する

割合 (%) 回答数 回答数に対する
割合 (%)

セクシュアルマイノリティで
ある人からの相談

あり 11 22.0% 10 27.0% 1 7.7%

なし 22 44.0% 16 43.2% 6 46.2%

不明 17 34.0% 11 29.7% 6 46.2%

合計 50 100.0% 37 100.0% 13 100.0%

HIV 陽性者からの相談

あり 7 14.3% 6 16.7% 1 7.7%

なし 26 53.1% 20 55.6% 6 46.2%

不明 16 32.7% 10 27.8% 6 46.2%

合計 回答数 100.0% 36 100.0% 13 100.0%

図 2.5　設置主体別薬物相談事業の課題

0% 60%20% 40% 80%

他機関で薬物依存症回復プログラムが実施されており
自分達の機関で実施するニーズがない

相談者が少ない

連携できる機関が少ない

薬物依存症の相談に関するスキルアップができない

薬物相談に関する研修機会がない

その他
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60.0％

75.0％

44.7％
45.7％

41.7％

19.1％
22.9％

16.7％

17.0％
17.1％
16.7％

8.3％

6.4％
2.9％

2.1％
2.9％

0.0％
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指令指定都市

合計
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2．調査 2

（1）回答者の属性

　回答は 90 件（回収率 65.2％）であり、回答者の属

性は表 2.14 ～表 2.17 のとおりである。

表 2.14　性別

　 回答数 割合 (%)

男性 25 27.8

女性 65 72.2

合計 90 100.0

表 2.15　年齢

　 回答数 割合 (%)

20 歳代 2 2.2

30 歳代 30 33.3

40 歳代 31 34.4

50 歳代 22 24.4

60 歳代 5 5.6

合計 90 100.0

表 2.16　職種

　 回答数 割合 (%)

医師 1 1.1

精神保健福祉士 28 31.1

保健師 26 28.9

臨床心理士 / 公認心理師等心理職 22 24.4

看護師 5 5.6

その他 8 16.7

合計 90 100.0

表 2.17　現在の職種での経験年数

　 回答数 最小値 最大値 平均値 標準偏差

現在の職種での経験年数 89 1 40 12.80 10.591

図 2.6　セクシュアルマイノリティである人からの相談及び
　　　　HIV 陽性者からの相談の有無別回復プログラムの実施状況

0% 60%20% 40% 100%80%
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なし

なし

HIV 陽性者からの相談
n=49

セクシュアルマイノリティからの相談
n=50

100.0％

100.0％

53.8％ 46.2％

0.0％

0.0％

59.5％ 40.5％

未実施実施
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（2）薬物相談の経験と困難感に関する認識

　薬物相談の経験数（実数）では、経験なしは 8 件

（8.9％）であり、1 ～ 9 件が 33 件（36.7％件）と最も

多かった（表 2.18）。一方、薬物相談に関する困難感

の認識では、「とてもそう思う」、「まあそう思う」、「少

しそう思う」、「ほとんどそう思わない」、「全くそう思

わない」の 5 件法で尋ねたところ、「とてもそう思う」

「まあそう思う」の 2 つで 5 割以上を占めた項目は、「他

の問題もあわせもっておりセンターだけでは対応が難

しい」、「薬物依存症の地域の支援機関が少ない」、「逮

捕や居所不明で支援が中断しやすい」、「薬物依存症の

知識不足を感じる」であった（図 2.7）。

　 回答数 割合 (%)

なし 8 8.9

1 ～ 9 件 33 36.7

10 ～ 19 件 16 17.8

20 件以上 33 36.7

合計 90 100.0

表 2.18　薬物相談経験数

図 2.7　薬物相談で困難に思うこと（n=90）
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他の問題もあわせもっており
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全くそう思わないほとんどそう思わない 無回答まあそう思う 少しそう思うとてもそう思う
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自己責任であると感じる 43.3％ 43.3％10.0％

薬物使用を知った場合に通報すべきか迷う 26.7％ 60.0％7.8％

薬物依存症の病気の理解が難しい 6.7％ 52.2％ 10.0％26.7％

46.7％12.2％ 8.9％ 4.4％25.6％

病気なのか人格なのかわからない 46.7％15.6％ 8.9％26.7％

相談者の薬物使用についてを記録すべきか迷う 44.4％14.4％ 16.7％20.0％

関係をつくりにくい 4.4％ 1.1％44.4％16.7％ 30.0％

どこまでかかわっていいのかわからない 1.1％6.7％36.7％20.0％ 32.2％

支援手法が確立されていない 3.3％33.3％21.1％ 37.8％

薬物依存症に関する地域の支援機関が少ない 5.6％31.1％ 15.6％47.8％

1.1％47.8％ 15.6％31.1％

逮捕や居所不明で支援が中断しやすい 8.9％ 2.2％35.6％ 35.6％15.6％

薬物依存症の知識不足を感じる 1.1％11.1％37.8％ 37.8％12.2％

回復率が低く支援者が疲弊しやすい 1.1％25.6％24.4％ 42.2％6.7％
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（3）HIV 感染症・HIV 陽性者・セクシュアリティに

ついての知識に関する認識

　HIV 感染症や HIV 陽性者、セクシュアリティにつ

いての知識に関する認識について、「十分知っている」、

「まあ知っている」、「少し知っている」、「ほとんど知

らない」、「全く知らない」の5件法で尋ねた。「十分知っ

ている」、「まあ知っている」あわせて 5 割を超えた項

目は、「性的指向は意識的選択ではない」、「就労など

の社会参加が可能である」、「職場で病名が知られるこ

とへの不安を持っている」、「一緒に生活しても感染は

起こらない」、「薬物使用は HIV 感染、HIV 治療の中

断リスクとなっている」の 5 項目であった。一方でそ

の他の8項目は4割に満たない状況であった（図2.8）。

図 2.8　HIV 感染症・HIV 陽性者に関する認識（n=90）
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（4）HIV 陽性者からの薬物相談への認識

①HIV陽性者からの薬物相談の経験

　HIV 陽 性 者 か ら の 薬 物 相 談 の 経 験 で は、13 件

（14.4％）が「あり」と回答した（表 2.19）。

表 2.19　HIV 陽性者からの薬物相談経験

表 2.21　HIV 陽性者からの薬物相談への自己効力感

表 2.22　スピアマンの順位相関

表 2.20　薬物相談自己効力感

　 回答数 割合 (%)

あり 13 14.4

なし 77 85.6

合計 90 100.0

②HIV陽性者からの薬物相談への自己効力感

　「薬物相談にどの程度対応できると思うか」と「HIV

陽性者からの薬物相談に対応できると思うか」につい

て、それぞれ「十分対応できる」、「まあ対応できる」、「少

しは対応できる」、「ほとんど対応できない」、「対応で

きない」の 5 件法で尋ねた。薬物相談全般に関しては、

「少しは対応できる」で 42 件（46.7％）と最も多く、「十

分対応できる」で 2 件（2.2％）、「まあ対応できる」で

（40％）であった（表 2.20）。HIV 陽性者からの薬物相

談については、「十分対応できる」は回答者がなく、「ま

あ対応できる」の 12 件（13.3％）、「少しは対応できる」

で 46 件（51.1％）、「ほとんど対応できない」で 29 件

（32.2％）であった（表 2.21）。

　これら両者のスピアマンの順位相関をみると、順位

相関係数ρ =0.492（p ＜ 0.000）の相関がみられた（表

2.22）。

　 回答数 割合 (%)

十分対応できる 2 2.2

まあ対応できる 36 40.0

少しは対応できる 42 46.7

ほとんど対応できない 5 5.6

無回答 5 5.6

　合計 90 100.0

　 回答数 割合 (%)

まあ対応できる 12 13.3

少しは対応できる 46 51.1

ほとんど対応できない 29 32.2

対応できない 3 3.3

合計 90 100.0

　 　 薬物相談全般への自己効力感 HIV 陽性者からの薬物相談への自己効力感

HIV 陽性者からの薬物相談
への自己効力感

相関係数 .492** 1.000

有意確率 ( 両側 ) 0.000 　

回答数 85 90

** P ＜ 0.000 　

④HIV陽性者からの薬物相談に対する抵抗感

　HIV 陽性者からの薬物相談に対する抵抗感につい

て、「薬物使用にかかわる性行為の話題やそれにかか

わる相談をうける」、「薬物使用にかかわるセクシュア

リティの話題やそれにかかわる相談をうける」、「自分

と異なるセクシュアリティの人からの相談をうける」

も 3 項目について、「全く抵抗感がない」、「あまり抵

抗感がない」、「少し抵抗感がある」、「抵抗感がある」

の 4 件法で尋ねた。3 項目とも「全く抵抗感がない」

「あまり抵抗感がない」あわせて 6 割を超えていた（図

2.9）。

図 2.9　MSM・HIV 陽性者からの薬物相談に関連する抵抗感（n=89）

0% 60%20% 40% 100%80%

薬物使用にかかわる性行為の話題

薬物使用にかかわるセクシュアリティの話題

自分と異なるセクシュアリティの人からの相談

12.4％ 52.8％ 27.0％

2.2％

7.9％

16.9％52.8％30.3％

53.9％ 22.5％21.3％

抵抗感があるあまり抵抗感がない 少し抵抗感がある全く抵抗感がない
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表 2.23　ロジスティック回帰分析

（5）HIV 陽性者からの薬物相談への自己効力感の関

連要因　（表 2.23）

　HIV 陽性者からの薬物相談に関する自己効力感を

「十分対応できる」、「まあ対応できる」までを「高自己

効力感群」とし、「少しは対応できる」、「ほとんど対応

できない」、「対応できない」を「低自己効力感群」とし

2 群にわけて、ロジスティック回帰分析を行った。投

入変数は、全般的薬物相談への自己効力感、薬物相談

に関する困難感の認識 16 項目、HIV 感染症・HIV 陽

性者・セクシュアリティについての知識に関する認識

12 項目、HIV 陽性者からの薬物相談に対する抵抗感

3 項目、職種（保健師あるいは保健師以外）である。こ

れらの項目は、HIV 陽性者からの薬物相談に関する自

己効力感との単相関を調べて選定した。その結果、表

2.23 の変数によるモデルが得られた。本モデルは、モ

デルχ2検定の結果 p ＜ 0.01 であり、各変数も有意

で あ っ た。Hosmer と Lemeshow の 検 定 結 果 は

p=0.241、判別的中率は 83.5％と良好であった。実

測値に± 3SD を超えるような外れ値は存在しなかっ

た。

　
偏回帰係数 有意確率 オッズ比

（Exp（B））
EXP（B） の 95% 信頼区間

　 下限 上限

薬物相談自己効力感 2.950 0.000 19.106 3.789 96.340

免疫機能障害が自立支援医療（厚生医療・育成医療）の対象であることの知識 1.457 0.008 4.293 1.472 12.519

男性同性愛者の人口割合の知識 1.824 0.000 6.198 2.512 15.291

自分と異なるセクシュアリティの人からの相談 -1.044 0.043 0.352 0.128 0.966

免疫機能障害が障害認定 1 級から 4 級であることの知識 -2.277 0.002 0.103 0.025 0.426

定数 -9.256 0.000 0.000 　 　

（6）HIV 陽性者からの薬物相談をうける上での課題

についての自由記述

　自由記述をまとめると、大きく① HIV やセクシュ

アリティに関する知識不足と知識の習得機会の必要

性、②経験がないことでイメージやスキルを得にく

い、③地域の偏見、④ HIV 陽性者の支援機関との連

携・ネットワークについての意見がみられた。各カテ

ゴリーの主な意見を以下に示す。

〔HIV やセクシュアリティに関する知識不足と知識の

習得機会の必要性〕

HIV 感染症、HIV 感染症と薬物問題との関連に関

わる現状及び支援についての情報や知識不足

社会資源に関する知識の不足

HIV についての知識が不足していると思うのでま

ずそれを学べる場が必要

〔HIV陽性者の支援機関との連携・ネットワーク〕

精神保健福祉センターで HIV 感染症に関する相談

をきめ細やかに受けるには限界があるので担当部署及

び機関と連携が必要。

LGBT や HIV の自助グループなどの情報を得るこ

と。また、支援すること。

HIV コントロール状況（治療や経過観察）を把握す

ること。

〔HV陽性者への支援の方法や経験の共有〕

民間回復施設（ダルクなど）における支援内容などを

把握し連携すること

本人のプライバシーにどこまでふみこめるか難し

い。

〔経験がないことでイメージやスキルを得にくい〕

経験事例が少なく、支援のイメージをもちにくい。

HIV 関連の方から相談を受けたことなく課題が想

定しにくい。

自分も含め HIV に関する知識や陽性者への支援経

験が少なく支援のノウハウがない

相談を受ける支援者の知識や経験不足、それに伴い

生じる支援者自身の相談に対する苦手意識や負担感。

地域への情報発信

〔地域の偏見〕

HIV、薬物、同性愛者どれもマイノリティであり地

域でも支援者でもまだまだ偏見がい多い。

社会的な偏見、自業自得など相談者に対する偏見、

うつるのではないかという偏見がまだある。相談者の
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尊厳を守りつつ支援、関係機関との連携を図るために

はまずは支援者側が歩み寄ることが必要である。

周知ができていないこと問題だと感じる。地域の支

援者の中にも偏見がある。

正しい知識の普及、理解を深めること

考察
1．精神保健福祉士センターの実施事業と MSM・

HIV 陽性者の薬物相談の利用状況

　精神保健福祉センターの事業に関する報告について

のレビュー2)では、近年の精神保健福祉センターでは、

SMARPP の開発と普及にともない、従来の家族支援

を中心とした相談事業から、当事者の回復支援の地域

での拠点としての活動が活発に行われてきた状況が示

された。本調査においても、薬物相談事業について全

回答機関が個別相談を実施し、家族向けのプログラム

は 7 割と多いが、当事者向けの回復プログラムの実

施機関も 6 割を超えていた。また回復プログラムの

実 施 機 関 の 8 割 で マ ト リ ッ ク ス モ デ ル で あ る

SMARPP の集団スタイルを採用していた。さらに、

回復プログラムの実施の有無とセクシュアルマイノリ

ティである人からの薬物相談や HIV 陽性者からの薬

物相談の経験の有無との関連がみられた。セクシュア

ルマイノリティである人や HIV 陽性者が薬物問題で、

精神保健福祉センターを利用するにあたっては、当事

者向けの回復プログラムが利用の促進要因になってい

る可能性が示唆された。

　近年精神保健福祉センターで導入されてきた

SMARPP は、認知行動療法を基盤としており、「底

つき」を前提としたものではない。近藤15)による東京

都立多摩総合精神保健福祉センターでのプログラム評

価では、参加者は、薬物依存への自己効力感が比較的

高い集団であり、「底つき」に至る前の状態である者が

多いこと、継続的な参加により、ゆるやかに「底上げ」

を図っていると考察されている。このように回復プロ

グラムが、薬物依存の状況においてより早期の段階で

の支援への活用での有効性が示唆されている。一方、

生島ら16)が GPS 機能付き出会い系アプリの協力を得

て、性的にアクティブな男性同性愛者等を対象に行っ

た性行動、HIV 感染予防行動と知識に関するアンケー

ト調査では、25.4％がぼっき薬を含む薬物の使用経

験をもち、使用開始は 19.9％が自ら望んで、71.9％

がセックスの相手に誘われてと回答しており、使用回

避への予防的支援の必要性が示された。

　以上より、精神保健福祉センターにおける「底つき」

体験を前提としない回復プログラムは、HIV 陽性者の

薬物依存への支援とあわせ HIV 感染予防の観点から

も期待が持てるものと考えられる。

2．MSM・HIV 陽性者からの薬物相談に対する担当

者の準備性

　精神保健福祉センターは薬物依存症の専門拠点であ

り、担当者の薬物相談への自己効力感は、比較的高い

傾向であった。また、薬物相談に関する困難感の認識

については、大木ら13)が 2014 年度に実施した HIV 拠

点医療機関のスタッフへの同様の調査に比べて、低い

傾向がみられた。また、HIV 陽性者からの薬物相談へ

の自己効力感は、薬物相談全般への自己効力感に比べ

て低い傾向がみられたが、両者には、相関関係がみら

れた。さらに、多変量解析の結果においても、HIV 陽

性者からの薬物相談への自己効力感は、薬物相談全般

への自己効力感が大きく寄与しており、それ以外には、

MSM に関する知識（男性同性愛者の人口割合）、免疫

機能障害の福祉制度の知識（自立支援医療（厚生医療・

育成医療）の対象である）を知っていることが関連要因

としてあげられた。さらに、セクシュアルマイノリティ

に関する抵抗感（自分と異なるセクシュアリティの人

からの相談）や免疫機能障害の福祉制度の知識（障害認

定 1 級から 4 級である）については、寄与率は高くな

いが関連要因としてあげられた。

　本調査結果では、担当者の HIV 感染症・HIV 陽性

者・セクシュアリティに関する知識を知っているかど

うかについての認識は全体に低い傾向がみられた。ま

た、自由意見においても、HIV 陽性者の薬物相談へ

の課題について、多くの回答者が、HIV/AIDS に関

する知識不足を課題としてあげていた。一方で、HIV

感染症やセクシュアリティに関する抵抗感は、それほ

ど高くない状況であった。精神保健福祉センターの担

当者は、直接の精神保健領域ではない HIV 感染症に

関する情報に触れる機会が少ない。それによって HIV

陽性者に関する情報や知識が不足しているという認識

となり、それが HIV 陽性者からの薬物相談に自己効

力感に影響していることが推察された。

　MSM・HIV 陽性者の薬物使用は、異性愛者の薬物

依存とは異なり Chemsex としての使用を中心とし
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ており、MSM や MSM である HIV 陽性者への支援

では、セクシュアリティやセクシュアルヘルスに関す

る背景を踏まえた支援体制が求められる。すなわち、

HIV 陽性者の薬物依存に関する問題の背景や特性を踏

まえた支援にあたっては、精神保健福祉センターの担

当者の HIV 感染症や HIV 陽性者、セクシュアリティ

に関する知識や情報を補えるように、HIV 陽性者の治

療・支援機関との連携を基盤とした支援チーム体制の

構築が求められると考えられた。

3．MSM・HIV 陽性者の薬物使用に関する支援のた

めのよりよい連携をめざして

　よりよい連携をめざして、精神保健福祉センターと

HIV 陽性者への治療・支援機関の連携状況とその背景、

両者の支援の共通基盤、連携のための具体的な方策に

ついて考察する。

　まず、精神保健福祉センターと HIV 陽性者への治

療・支援機関の連携状況とその背景についてである。

精神保健福祉センターの担当者調査では、「薬物使用

は HIV 感染、HIV 治療の中断リスクになりやすい」に

ついての知識への認識は高いものの、3 割は「少し知っ

ている」「ほとんど知らない」という認識であった。さ

らに、精神保健福祉センターの 34％は、薬物依存症

に関する連携会議を実施し地域でのネットワーク構築

への取り組みも行われている。それらの連携機関は、

薬物治療に関する専門医療機関や司法関係、保健所等

が中心であり、HIV 陽性者支援に関する機関は含まれ

ていない。これらの結果をみると、HIV 陽性者の薬物

使用の問題についての具体的な情報が、精神保健福祉

センター担当者に十分には届いていないことが考えら

れる。一方、HIV 診療機関におこなった調査13)では、

HIV 感染症診療機関の約半数が、薬物使用による逮

捕等によって通院中の HIV 陽性者の薬物使用を知る

経験を持っていた。しかし、薬物使用の課題を抱える

MSM・HIV 陽性者への診療経験の豊富な医師等への

インタビュー調査14)では、薬物問題に関する連携機関

として、精神保健福祉センターはあげられていない。

すなわち、精神保健福祉センターの取り組みついての

情報は、HIV 感染症の診療機関や支援団体に十分に

は届いていないことが推測される。このように、双方

ともに相互の理解を得る機会が十分にない状況といえ

る。

　これらの背景要因として、行政施策ごとの分断が考

えられる。すなわち、HIV 陽性者への支援対策は、感

染症対策と障がい福祉対策にまたがっており、薬物依

存症に関する支援は、薬物乱用対策と精神保健福祉対

策に分かれている。例えば、感染症対策としては、エ

イズ予防指針において、薬物使用者は個別施策層とさ

れている。しかし、薬物依存症対策としては HIV 陽

性者への支援は位置づけられていない。このように施

策が連結されていないことにより、HIV 陽性者への

治療・支援機関の担当者が直面している HIV 感染症

と薬物依存症といった複数の支援が必要とされる課題

は、各施策のはざまに落ちているという面は否めない

と考えられる。その点からも、実務担当者の顔の見え

るネットワークづくりや課題の共有は、支援体制づく

りを促進するとともに、精神保健福祉対策として HIV

陽性者の薬物使用の問題を位置づける基盤整備ともな

ると考えられる。

　次に、精神保健福祉センターと HIV 陽性者にかか

わる機関の両者の支援の共通基盤についてである。ア

ディクション等の精神保健領域の健康課題は、未だス

ティグマや偏見が持たれやすい課題である。精神保健

福祉センターでは、アディクション全般を取り上げた

フォーラムやセミナー、他の精神障害や生きづらさを

抱えた人の回復擁護運動であるリカバリーパレードな

ども実施されていた。これらの取り組みは、精神保健

領域の健康課題をテーマにした啓発事業である。精神

保健福祉センターと当事者組織や関係団体が協働した

これらの啓発事業は、偏見の解消に意義をもっている

と推察される。一方 HIV 感染症も、依然、差別・偏

見が大きい疾患である。本調査での HIV 陽性者の相

談にかかわる課題に関する自由記述では、地域の偏見

についての記述も少なくなかった。その中に、「HIV、

薬物、同性愛者どれもマイノリティであり地域でも支

援者でもまだまだ偏見がい多い」と、共通の課題との

指摘もなされていた。こうした疾病に伴う差別や偏見

に対峙してきた対策の歴史は、HIV 感染症とアディ

クションともにもっており、そうしたスティグマ化さ

れやすい個人への支援の原則的視点は共通していると

考えられる。

　これらから、精神保年福祉センターと HIV 感染

症の診療機関や支援団体が相互の機能を理解し、

MSM・HIV 陽性者の薬物使用の社会的な課題を共有

しつつ、MSM や HIV 陽性者の ChemSex としての

薬物使用を視野にいれた相談への対処方法を検討する
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ことは、両分野のこれまでの支援方策を共有した上で

支援方法を充実することに寄与するものと考えられ

る。

　最後に、精神保健福祉センターと HIV 感染症の診

療機関や支援団体の具体的なネットワークづくりにつ

いて考察する。精神保健福祉センター担当者が HIV 

陽性者の薬物相談に応じるにあたっての課題では、多

くの担当者が、「HIV 陽性者や HIV 感染症、セクシュ

アリティに関する知識不足とそれらの習得機会の必要

性」を記載していた。また、同様に「HIV 陽性者の支

援機関との連携やネットワーク」、「HV 陽性者への支

援の方法や経験の共有」があげられた。さらに、前項

「2．MSM・HIV 陽性者からの薬物相談に対する担当

者の準備性」で示したように、精神保健福祉センター

担当者の HIV 陽性者からの薬物相談への自己効力感

は、HIV 感染症や HIV 陽性者、セクシュアリティに

関する知識についての認識が関連していた。この点を

踏まえると、精神保健福祉センター担当者を対象とし

た、HIV 感染症や HIV 陽性者に関する知識や情報を

得られる研修機会は重要と考えられる。

　そのため、精神保健福祉センターの職員むけに、

HIV 感染症やセクシュアリティに関する研修や、

MSM・HIV 陽性者の薬物依存に関する事例検討会な

どの実施は、センター職員の準備性の向上のみならず、

HIV 感染症に関する専門機関と薬物依存症の相談拠

点である精神保健福祉センターの顔と顔のみえる関係

づくりとともに、多重の課題をもつ MSM・HIV 陽性

者への支援方法の検討と共有ができる機会として期待

できると思われる。

4．本調査の限界と今後の課題

　本調査の回収率は、72％であり、SMARPP を実

施しているとの回答数は 32 件であった。一方、国立

精神・神経医療研究センターの調査16) によると、

2019 年 4 月 1 日現在 SMARPP を実施している精神

保健福祉センターは、32 機関であり、調査での回答

数と一致している。その点から考えると、薬物相談事

業について積極的にとりくんでいる機関の回答であっ

たという可能性は否めない。また、精神保健福祉セン

ターの相談担当職員数は平均 9.6 人（± 5.25）と非常

にばらつきが大きく、管轄人口や社会資源の状況等も

含め、各センターで状況大きく異なる。その点も、調

査結果の分析には慎重な検討が必要である。今後、機

　精神保健福祉センターの 2 割でセクシュアルマイ

ノリティである人から、14％で HIV 陽性者からの薬

物相談の経験があった。またそれらの経験の有無は精

神保健福祉センターでの回復者プログラムの実施の

有無に関連がみられた。精神保健福祉センターの薬

物相談担当者の MSM・HIV 陽性者の薬物相談の自己

効力感の関連要因は、薬物相談全般への自己効力感、

MSM に関する知識、HIV 感染症の福祉制度に関する

知識、セクシュアリティへの抵抗感であった。

　これらから、精神保健福祉センター担当者への HIV

感染症や HIV 陽性者、セクシュアリティに関する教

育媒体や研修機会、さらには HIV 感染症診療機関や

HIV 陽性者の支援団体等との顔の見えるネットワーク

づくりの重要性が示唆された。
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